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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　船舶の推進動力を得る主機関と、この主機関の排気により駆動され前記主機関に加圧気
体を送気する過給機とを備える船舶の噴出気体供給方法において、この過給機と前記主機
関の間から加圧気体及び／もしくは排気の一部をバイパスして取り出し、この取り出した
加圧気体及び／もしくは排気を喫水線以下の船体近傍に噴出するとともに、前記加圧気体
及び／もしくは排気のバイパスして取り出す取り出し量を前記主機関の熱負荷に関連した
掃気圧を含む物理量と過給機特性とから設定し、前記加圧気体及び／もしくは排気の検出
したバイパス流量に基づいて制御したことを特徴とする船舶の噴出気体供給方法。
【請求項２】
　前記主機関の熱負荷に関連した物理量としてさらに排気温度を用い、また前記過給機特
性は過給機効率に基づいたことを特徴とする請求項1記載の船舶の噴出気体供給方法。
【請求項３】
　船舶の推進動力を得る主機関と、この主機関の排気により駆動され前記主機関に加圧気
体を送気する過給機と、この過給機から前記主機関に至る経路から給気及び／もしくは掃
気を取り出す給気バイパス及び／もしくは掃気バイパスと、この給気バイパス及び／もし
くは掃気バイパスを通る給気バイパス流量及び／もしくは掃気バイパス流量を調節する給
気バイパス流量調節手段及び／もしくは掃気バイパス流量調節手段と、前記給気バイパス
及び／もしくは掃気バイパスから配管経路を介して設けた喫水線以下の船体近傍に気体を
噴出する気体噴出口と、前記給気バイパス流量及び／もしくは掃気バイパス流量を前記主
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機関の熱負荷に関連した掃気圧を含む物理量と過給機特性とから設定し、前記配管経路を
通る前記給気バイパス及び／もしくは掃気バイパスの検出したバイパス流量に基づいて前
記給気バイパス流量調節手段及び／もしくは掃気バイパス流量調節手段を調節して制御す
る制御装置とを備えたことを特徴とする船舶の噴出気体制御装置。
【請求項４】
　前記主機関の熱負荷に関連した物理量としてさらに排気温度を用い、また前記過給機特
性は過給機効率に基づいたことを特徴とする請求項３記載の船舶の噴出気体制御装置。
【請求項５】
　前記給気及び／もしくは掃気は、加熱して前記気体噴出口に供給したことを特徴とする
請求項３もしくは４記載の船舶の噴出気体制御装置。
【請求項６】
　船舶の推進動力を得る主機関と、この主機関の排気により駆動され前記主機関に加圧気
体を送気する過給機と、前記主機関から排出される排気を前記主機関と前記過給機の間か
ら取り出す排気バイパスと、この排気バイパスを通る排気バイパス流量を調節する排気バ
イパス流量調節手段と、前記排気バイパスから配管経路を介して設けた喫水線以下の船体
近傍に気体を噴出する気体噴出口と、前記排気バイパス流量を前記主機関の熱負荷に関連
した掃気圧を含む物理量と過給機特性とから設定し、検出した排気バイパス流量に基づい
て排気バイパス流量調節手段を調節して制御する制御装置とを備えたことを特徴とする船
舶の噴出気体制御装置。
【請求項７】
　前記主機関の熱負荷に関連した物理量としてさらに排気温度を用い、また前記過給機特
性は過給機効率に基づいたことを特徴とする請求項６記載の船舶の噴出気体制御装置。
【請求項８】
　船舶の推進動力を得る主機関と、この主機関の排気により駆動され前記主機関に加圧気
体を送気する過給機と、前記主機関から排出される排気を前記主機関と前記過給機との間
から取り出す排気バイパスと、この排気バイパスに設けた送気手段と、排気バイパス流量
を調節する排気バイパス流量調節手段と、前記送気手段から配管経路を介して設けた喫水
線以下の船体近傍に気体を噴出する気体噴出口と、前記排気バイパス流量を前記主機関の
熱負荷に関連した掃気圧を含む物理量と過給機特性とから設定し、検出した排気バイパス
流量に基づいて前記排気バイパス流量調節手段を調節して制御する制御装置とを備えたこ
とを特徴とする船舶の噴出気体制御装置。
【請求項９】
　前記主機関の熱負荷に関連した物理量としてさらに排気温度を用い、また前記過給機特
性は過給機効率に基づいたことを特徴とする請求項８記載の船舶の噴出気体制御装置。
【請求項１０】
　前記送気手段は、タービンとこのタービンにより駆動される発電機と、この発電機の電
力で駆動されるブロワーとを備えて構成されることを特徴とする請求項８記載の船舶の噴
出気体制御装置。
【請求項１１】
　前記送気手段は、タービンとこのタービンにより駆動されるブロワーとしたことを特徴
とする請求項８記載の船舶の噴出気体制御装置。
【請求項１２】
　前記配管経路を一旦喫水線以上に上げてから前記気体噴出口と接続したことを特徴とす
る請求項３乃至１１のうち１項記載の船舶の噴出気体制御装置。
【請求項１３】
　前記気体噴出口を複数個対称に設け、前記配管経路もこれに対応して複数個としたこと
を特徴とする請求項３乃至１２のうち１項記載の船舶の噴出気体制御装置。
【請求項１４】
　船舶の推進動力を得る主機関と、この主機関の排気により駆動され前記主機関に加圧気
体を送気する過給機と、この過給機と前記主機関の間から加圧気体及び／もしくは排気の
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一部をバイパスして取り出す加圧気体量調節手段及び／もしくは排気量調節手段と、取り
出した加圧気体及び／もしくは排気を配管経路を介して喫水線以下の船体近傍に噴出する
気体噴出口と、前記加圧気体及び／もしくは排気の圧力と前記船舶の喫水に応じて前記加
圧気体及び／もしくは排気の前記気体噴出口への供給の開始／停止を前記加圧気体量調節
手段及び／もしくは排気量調節手段を調節して制御する制御装置を備え、この制御装置は
、バイパスして取り出す前記加圧気体及び／もしくは排気の取り出し量を前記主機関の熱
負荷に関連した掃気圧を含む物理量と過給機特性とから設定し、前記配管経路を通る前記
加圧気体及び／もしくは排気の検出したバイパス流量に基づいて制御したことを特徴とす
る船舶の噴出気体制御装置。
【請求項１５】
　前記主機関の熱負荷に関連した物理量としてさらに排気温度を用い、また前記過給機特
性は過給機効率に基づいたことを特徴とする請求項１４記載の船舶の噴出気体制御装置。
【請求項１６】
　前記制御装置は、前記加圧気体及び／もしくは排気の供給停止中に前記加圧気体量調節
手段及び／もしくは排気量調節手段にて前記配管経路を遮断したことを特徴とする請求項
１４記載の船の噴出気体制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、たとえば船舶の噴出気体供給方法及び噴出気体制御装置に係り、特に過給機
の余剰ガスや排気ガスを利用して船体近傍に気泡を発生させ摩擦抵抗の低減を図る噴出気
体供給方法及び噴出気体制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　省エネルギー技術の一つとして、気泡を船体近傍に発生させることによって船舶の抵抗
低減を図るという技術的思想が比較的近年になって出現した。かかる気泡はブロアーなど
の送気装置（機構）を船舶に搭載し、これを別途の動力によって駆動させるというもので
ある。この場合には、ブロアー等の駆動に要するエネルギーが抵抗低減により得られるエ
ネルギー削減値以下でなければ経済的な意義はない。さらに、かかる送気装置の構築、敷
設に莫大な初期費用がかからないことが前提条件として必要である。
【０００３】
　一方、大型船舶の主機関である舶用ディーゼル機関は、燃料燃焼用の空気を圧縮して供
給する過給機を備えているところ、近年大出力化と同時に高効率化が図れているが、これ
は過給機の効率が高くなったことによるところが大きい。
【０００４】
　ところが、最近、過給機の効率は更に高くなり、エンジンが必要とする効率以上の効率
を出すものが出てきた。このことは、エンジンに必要な空気あるいは燃料で燃焼した排気
ガスが必要以上に多いことを意味する。
【０００５】
　この余剰の排気ガスを利用して排気パワータービンを駆動し発電機を廻す省エネルギー
技術が一般に普及してきた（例：ターボコンパウンドシステム）。上記の気泡の発生源と
してこの余剰の排気ガスを利用するという考え方も出てきた。
【０００６】
　たとえば、下記特許文献１乃至４に記述されるような、過給機からの排ガスを利用して
気泡を発生させる思想が開示されてきた。
【０００７】
　特許文献１は、燃料調節手段と抽気量調節手段を調節し燃料を低減しつつ排出ガスを過
給機から取り出して水中に噴出し摩擦抵抗を低減させる技術的思想を開示している。しか
し、特許文献１に開示される思想では、所定の船速に対して主機への燃料の供給量が少な
くなるように取り出し量を制御しているのみで、必ずしも最適な制御が実現されているわ
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けではない。
【０００８】
特許文献２は、主機への機体を圧縮する過給機の低圧箇所に抽出口を設け、抽気した気体
を水中に放出するという技術的思想を開示している。しかし、特許文献２に開示される思
想では、流量調整用バルブへの言及はあるものの、具体的な制御方法は開示されていない
ため、主機の運転に悪影響を及ぼす虞があった。
【０００９】
特許文献３は、主機に設けられた過給機の加圧空気ラインに分岐ラインを設け、この分岐
ラインより船体に泡を吐出させるという技術的思想を開示しているが、やはり具体的な制
御方法は開示されていなく、主機の運転に悪影響を及ぼす虞があった。
【００１０】
特許文献４は、主機から排気ガスを分岐し、分岐ラインにタービンを設け、このタービン
でブロワを駆動し船体より泡を吐出させるという技術的思想を開示しているが、具体的な
制御方法は開示されていなく、主機の運転に悪影響を及ぼす虞があった。
【特許文献１】特開２００１－０９７２７６号公報
【特許文献２】特開２００１－４８０８２号公報
【特許文献３】特開平１１－３４８８７０号公報
【特許文献４】特開平１１－３４８８６９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　上述したように、主機からの排気ガスを直接あるいは間接的に利用したり、過給機から
空気を取り出してこれを船舶の抵抗低減に用いるという思想は、上記特許文献等を初め、
種々開示されている。しかし、これらのいずれも、実際上の使用について種々問題点を孕
むものであり、或いは実用上発生する問題点をなおざりにしているものである。
【００１２】
たとえば、過給機タービンを通過するガスは、主機にとって性能、信頼性を保証する重要
なガスであり、その量は適正に確保されねばならない。単に燃料コストを最小化するよう
な制御では、主機に悪影響を及ぼすことなく、また高く維持するためには不十分である。
主機への過給機からの空気の供給にしても、主機からの排気にしても、主機の運転状態に
応じて適正な条件に制御される必要があり、過給機からの空気の取り出しや主機以降から
の排気の取り出しに当たっては、厳密管理された条件下でコントロールされねばならない
。
【００１３】
過給機周辺から取り出され得るガスには、過給機の圧縮機以降で冷却器前から取り出し可
能な「給気」や冷却器から主機の間から取り出し可能な「掃気」、また主機以降で過給機
のタービン間から取り出し可能な「排気」がある。これらを取り出すことにより、主機に
供給される空気の圧力、流量、温度等が異なってくることになり、適正な条件下で主機が
運転できるか、許容された条件下で主機が運転出来るかが課題となる。次に、取り出した
給気、掃気、排気が適正な船舶の摩擦抵抗低減に繋がる条件になっているかが課題となる
。これらは総て、温度、流量、圧力が異なる上、取り出すべき箇所が異なるから、複数を
組み合わせて利用する場合、取り出しの混合の最適値をいかにして求めるかが問題となる
。さらに、排気ガスの場合には、排気が直接、海を汚染するかもしれないという環境問題
が想定され、使えない海域があると想定される。この排気ガスが使えない海域では、給気
ガスか掃気ガスを用いることになる。また、船舶の喫水状態や、運転状況によっては、バ
イパス配管から気体の吐出ができない状況も発生し得るし、運転停止時に海水が浸入して
エンジンを損傷させることのないように設計されねばならない。
【００１４】
　つまり、過給機からのバイパスガスを実際に利用して船舶の摩擦抵抗の低減を図り、省
エネルギーを実現するには、制御上、機能上、安全上、或いは省エネルギー設計上、いろ
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いろと問題点が存在する。しかし、上記の特許各文献を含めて、単に省エネルギーのため
に余剰ガスを取り出して噴出するのみ、或いは燃料を最小化するように制御するのみでは
、上記の問題を現実的に解決して安全上、運営上良好な状態とするものではない。換言す
れば、上記特許文献ではこれらに対して、具体的な解決策を与えるものではなかった。
【００１５】
本願は、こうした従来技術上の問題点を解決するもので、過給機の余剰ガスを利用して気
泡を発生させるにあたって、主機の運転に悪影響を与えることなく高効率を維持しつつ、
状況に応じ適切に取り出しを制御し、安全化や省エネルギー化を図った船舶の噴出気体供
給方法及び噴出気体制御装置を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　かかる課題を達成するために、本願に係る船舶の噴出気体供給方法は、船舶の推進動力
を得る主機関と、この主機関の排気により駆動され前記主機関に加圧気体を送気する過給
機とを備える船舶の噴出気体供給方法において、この過給機と前記主機関の間から加圧気
体及び／もしくは排気の一部をバイパスして取り出し、この取り出した加圧気体及び／も
しくは排気を喫水線以下の船体近傍に噴出するとともに、前記加圧気体及び／もしくは排
気のバイパスして取り出す取り出し量を前記主機関の熱負荷に関連した掃気圧を含む物理
量と過給機特性とから設定し、前記加圧気体及び／もしくは排気の検出したバイパス流量
に基づいて制御したことを特徴とする。
【００１７】
　「主機関の熱負荷に関連した物理量」とは、主機の熱負荷に関連して測定・検出される
物性値であり、具体的には、掃気圧と排気温度（或いは排気管の温度もしくはこれらと同
視し得るかこれらと一意的対応関係を有する周囲温度）、流量、過給機回転数（周速）等
を採用することができる。また、過給機特性としては、過給機効率、過給機とエンジンと
のマッチング（適合性）度合い等の性質・特性値を採用することができる。過給機効率の
求め方としては、後述の所定式によるものを利用でき、物理量の取得には、それぞれの物
性値を検出できるセンサを採用できる。
【００１８】
　こうした構成を備えることにより、過給機からの余剰ガスのうち、加圧気体及び／もし
くは排気の一部を気泡として再利用して船体外部の抵抗を減少させることで、気泡発生の
ためのエネルギーを別途発生させる必要なく抵抗低減を図り、それによるエネルギー消費
の低減を図ることができる。さらにこの際に、加圧気体及び／もしくは排気の取り出し量
を主機関の熱負荷に関連した物理量と過給機特性とに基づいて制御するために、船速の変
化等を経時的に反映させた制御が達成される。すなわち、船速、エンジンの回転数の増減
から生じる抵抗力低減を経時的に最適化することができ、自機排出ガスの再利用により発
生される気泡利用による船舶抵抗低減効果を利用してのエネルギー消費効率を最適化する
ことができる。
【００１９】
　また、上記或いは以下の構成において、主機関の熱負荷に関連した物理量としてさらに
排気温度を用い、また前記過給機特性は過給機効率に基づくようにしてもよい。
【００２０】
こうすることで、物理量として掃気圧と排気温度を、過給機特性として過給機効率を、そ
れぞれ採用する構成をとるが、これにより、主機の運転状態に応じた過給機からの適切な
気体の取り出しが出来る。これらの物理量は経時的に測定・検出できる値であり、過給機
効率は計算効率は一意的に求まる値であるため、経時的に変化する状況の各々に最適値を
設定でき、この設定値を用いることで、主機の適切な運転状態を維持し、気泡利用による
船舶抵抗低減効果を利用してのエネルギー消費効率の最大化を確実かつシステム的に実現
することができる。
【００２１】
　さらに、本願に係る船舶の噴出気体制御装置は、船舶の推進動力を得る主機関と、この
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主機関の排気により駆動され前記主機関に加圧気体を送気する過給機と、この過給機から
前記主機関に至る経路から給気及び／もしくは掃気を取り出す給気バイパス及び／もしく
は掃気バイパスと、この給気バイパス及び／もしくは掃気バイパスを通る給気バイパス流
量及び／もしくは掃気バイパス流量を調節する給気バイパス流量調節手段及び／もしくは
掃気バイパス流量調節手段と、前記給気バイパス及び／もしくは掃気バイパスから配管経
路を介して設けた喫水線以下の船体近傍に気体を噴出する気体噴出口と、前記給気バイパ
ス流量及び／もしくは掃気バイパス流量を前記主機関の熱負荷に関連した掃気圧を含む物
理量と過給機特性とから設定し、前記配管経路を通る前記給気バイパス及び／もしくは掃
気バイパスの検出したバイパス流量に基づいて前記給気バイパス流量調節手段及び／もし
くは掃気バイパス流量調節手段を調節して制御する制御装置とを備えたことを特徴とする
。
【００２２】
「給気バイパス」「掃気バイパス」とは、過給機中で圧縮処理されたガスあるいはこれら
ガスを取り出す経路で、それぞれ、冷却器（以下、「インタークーラー」とも称する。）
に供給される前のガス、インタークーラーで中間冷却された後のガス、及びこれらのガス
を通気する管を含む概念である。
【００２３】
「給気バイパス量調節手段」「掃気バイパス量調節手段」とは、それぞれ給気バイパスガ
ス量、掃気バイパスガス量が後述する制御装置によって制御される機能を持った装置であ
り、たとえば、当該制御装置と連結された調整弁等によって実現される。
【００２４】
「気体噴出口」とは、バイパスされて取り出され、もしくは生成された気泡を水中に向け
て噴射する機構を有する装置をいう。
【００２５】
「制御装置」とは、本願に係る制御思想に基づき、一定量の変数（本願では、たとえば、
主機関の熱負荷に関連した物理量、掃気圧、排気温度、過給機特性、過給機効率、加圧気
体の圧力、排気の圧力、船舶の喫水等）を元にして出力の数値・動作（本願では、たとえ
ば各種バイパスガスの量、加圧気体の気体噴出口への供給の開始／停止の動作、排気の気
体噴出口への供給の開始／停止の動作等）を経時的に変動せしむる機能を有する機械、装
置、器具、プログラム、プログラムを搭載した記録媒体もしくはコンピュータ等によって
実現される。
【００２６】
かかる構成を備えることで、過給機からの給気及び／もしくは掃気をバイパスさせて気泡
として再利用して船体外部の抵抗を減少させるので、バブル発生のためのエネルギーを別
途発生させる必要なく抵抗低減を図り、それによるエネルギー消費の低減を図ることがで
きる。さらにここにおいて、主機関の熱負荷に関連した物理量と過給機特性とに基づいて
給気バイパス量及び／もしくは掃気バイパス量を制御する制御装置を備えることから、主
機関の負荷に応じた、例えば船速の変化等を経時的に反映させた最適値が得られる。これ
により主機関の回転数の増減から生じる空気の供給状態を適切に維持しつつ抵抗力低減を
経時的に最適化することができ、過給機の余剰ガスの再利用により発生される気泡利用に
よる船舶抵抗低減効果を利用してのエネルギー消費効率を最適化する装置が達成される。
【００２７】
　また、上記構成において、給気及び／もしくは掃気は、加熱して前記気体噴出口に供給
するような構成を備えても良い。給気もしくは掃気を、例えば排ガスによって加熱するこ
とによって、水の粘性抵抗を減らし、これにより、船舶の抵抗低減効果を更に高め、一層
の抵抗低減を増進させることができる。ここで、加熱する手段としては、過給機の排気を
利用して加熱を駆動させるものでもよいし、或いは別のエネルギー源を用いて加熱させる
ものでもよい。
【００２８】
　さらに、本願に係る船舶の噴出気体制御装置は、船舶の推進動力を得る主機関と、この
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主機関の排気により駆動され前記主機関に加圧気体を送気する過給機と、前記主機関から
排出される排気を前記主機関と前記過給機の間から取り出す排気バイパスと、この排気バ
イパスを通る排気バイパス流量を調節する排気バイパス流量調節手段と、前記排気バイパ
スから配管経路を介して設けた喫水線以下の船体近傍に気体を噴出する気体噴出口と、前
記排気バイパス流量を前記主機関の熱負荷に関連した掃気圧を含む物理量と過給機特性と
から設定し、検出した排気バイパス流量に基づいて排気バイパス流量調節手段を調節して
制御する制御装置とを備えたことを特徴とする。
【００２９】
　「排気バイパス」とは、エンジンで燃焼された結果生成された排気ガスあるいはこの排
気ガスを取り出す経路で、このガスを通気する管を含む概念である。
【００３０】
　「排気バイパス量調節手段」とは、排気バイパスガス量が後述する制御装置によって制
御される機能を持った装置であり、たとえば、当該制御装置と連結された調整弁等によっ
て実現される。
【００３１】
　かかる構成を備えることから、過給機からの排ガスをバイパスさせて気泡として再利用
して船体外部の抵抗を減少させ、気泡発生のためのエネルギーを別途発生させる必要なく
抵抗低減を図り、それによるエネルギー消費の低減を図ることができる。また、この場合
に、主機関の熱負荷に関連した物理量と過給機特性とに基づいて排気バイパス量を制御す
る制御装置を備えることから、主機関の負荷に応じた、例えば船速の変化等を経時的に反
映させたエネルギー効率の最適値が選択されることが装置として担保される。これにより
主機関の回転数の増減から生じる排気の排出状態を適切に維持しつつ抵抗力低減の効果を
経時的に反映させることができ、過給機排出ガスの再利用により発生される気泡利用によ
る船舶抵抗低減効果を利用してのエネルギー消費効率を計算・制御にもとづき最大化する
装置を実現することができる。
【００３２】
　また、本願に係る船舶の噴出気体制御装置は、船舶の推進動力を得る主機関と、この主
機関の排気により駆動され前記主機関に加圧気体を送気する過給機と、前記主機関から排
出される排気を前記主機関と前記過給機との間から取り出す排気バイパスと、この排気バ
イパスに設けた送気手段と、排気バイパス流量を調節する排気バイパス流量調節手段と、
前記送気手段から配管経路を介して設けた喫水線以下の船体近傍に気体を噴出する気体噴
出口と、前記排気バイパス流量を前記主機関の熱負荷に関連した掃気圧を含む物理量と過
給機特性とから設定し、検出した排気バイパス流量に基づいて前記排気バイパス流量調節
手段を調節して制御する制御装置とを備えたことを特徴とする。
【００３３】
　ここで、送気手段とは、気体を発生させる機能を持つものをいい、ブロア（送気装置）
、ブロアを駆動するための発電系、ブロアを（高圧）気体によって直接動かす機械的機構
を含む。
【００３４】
　かかる構成を備えることで、過給機からの排ガスをバイパスさせて排気バイパスとし、
この排気バイパスによって送気手段が駆動されることにより、この送気手段から発生され
る気泡を発生させてこの気泡によって船舶の抵抗を低減する。このとき、この排気バイパ
ス量を主機関の熱負荷に関連した物理量と過給機特性とに基づいて制御する制御装置を備
えることから、主機関の負荷に応じた、例えば船速の変化等を経時的に反映した排気バイ
パス量が選択される。これにより、送気手段からの気泡発生もその都度最適な値を選択す
ることができるから、エネルギー効率の最適化が装置として担保される。これにより主機
関の回転数の増減から生じる排気の排出状態を適切に維持しつつ抵抗力低減の効果を経時
的に反映させることができ、自機排出ガスの再利用により発生される気泡利用による船舶
抵抗低減が得られ、これを利用してのエネルギー消費効率を計算・制御にもとづき装置と
して最適化することができる。
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【００３５】
　さらにこのとき、上記の構成において、送気手段は、タービンとこのタービンにより駆
動される発電機と、この発電機の電力で駆動されるブロワーとを備えて構成することもで
きる。
【００３６】
　かかる構成を備えることで、過給機からの排気バイパスによって送気手段中の発電機が
駆動され、この発電機の電力でブロアーが駆動されて、かかるブロアーから発生される気
泡を発生させてこの気泡によって船舶の抵抗を低減するので、エネルギー効率を高めるこ
とができる。さらにこのとき、この排気バイパス量が、制御装置により、物理量と過給機
特性とに基づいて制御されることから、主機関の負荷に応じた、例えば船速の変化等を経
時的に反映させた最適な排気バイパス量が選択され、気泡発生量ひいては抵抗低減量が計
算によって、及び現実値を反映した最適値が選択されることが、装置的に担保される。
【００３７】
　さらに、上記の構成において、送気手段は、タービンとこのタービンにより駆動される
ブロワーとするような構成としてもよい。
【００３８】
　かかる構成を備えることで、過給機からの排気バイパスによって送気手段中のタービン
が駆動され、このタービンの駆動によって（たとえば同軸とした）ブロアーが駆動されて
、かかるブロアーから発生される気泡を発生させてこの気泡によって船舶の抵抗を低減す
るので、エネルギー効率を高めることができる。特に、発電機構を介さずに直接ブロアー
をバイパスガスによって駆動するので、効率は一層高まるものと期待される。このとき、
この排気バイパス量が、制御装置により、物理量と過給機特性とに基づいて制御されるこ
とから、主機関の負荷に応じた、例えば船速の変化等を経時的に反映させた最適な排気バ
イパス量が選択され、気泡発生量ひいては抵抗低減量が計算によって、及び現実値を反映
した最適値が選択されることが、装置的に担保される。
【００３９】
　さらに、上記の各形態において、配管経路を一旦喫水線以上に上げてから気体噴出口と
接続するような構成とすることもできる。こうすることで、一旦喫水線以上の高さを配管
経路が経由することにより、喫水線以下に設けられる気体噴出口からの海水の逆流入を防
止することができ、主機の安全をさらに増進させることができる。
【００４０】
　またさらに、上記の各形態において、気体噴出口を複数個対称に設け、前記配管経路も
これに対応して複数個とするような構成とすることもできる。こうすることで、配管経路
（系統）が複数設けられ、これに付随させた気体噴出口が対称形に複数設けられることに
より、各系統ごとに気体の圧力を適合的に変動せしめれば、船舶の横揺れ状態（ローリン
グ）の場合でも、浅い箇所の噴出口からと深い位置の噴出口からのバブル噴出を略均等と
することができ、これにより、ローリング等の際でも、通常時と変わらぬ気泡の噴出に基
づく抵抗低減、かかる抵抗低減の際の送気及び／もしくは排気をバイパスさせての利用、
かかるバイパス利用の際の物理量と過給機特性とに基づく送気及び／もしくは排ガス量の
制御の最適化が確保される。
【００４１】
　さらに、本願に係る船舶の噴出気体制御装置は、船舶の推進動力を得る主機関と、この
主機関の排気により駆動され前記主機関に加圧気体を送気する過給機と、この過給機と前
記主機関の間から加圧気体及び／もしくは排気の一部をバイパスして取り出す加圧気体量
調節手段及び／もしくは排気量調節手段と、取り出した加圧気体及び／もしくは排気を配
管経路を介して喫水線以下の船体近傍に噴出する気体噴出口と、前記加圧気体及び／もし
くは排気の圧力と前記船舶の喫水に応じて前記加圧気体及び／もしくは排気の前記気体噴
出口への供給の開始／停止を前記加圧気体量調節手段及び／もしくは排気量調節手段を調
節して制御する制御装置を備え、この制御装置は、バイパスして取り出す前記加圧気体及
び／もしくは排気の取り出し量を前記主機関の熱負荷に関連した掃気圧を含む物理量と過
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給機特性とから設定し、前記配管経路を通る前記加圧気体及び／もしくは排気の検出した
バイパス流量に基づいて制御したことを特徴とする。
 
【００４２】
　ここで、喫水の把握・センシングには、たとえば船底、船側の喫水線より下面に圧力を
測定・検知するセンサを用いることで、圧力と深さの比例関係から喫水を把握する方法に
よることも可能である。また、たとえば船側からカメラによって水面付近の状況を撮像し
、これを画像処理することで喫水を推定するという手段によってもよい。排気圧力のセン
シングには圧力センサを用いることができる。
【００４３】
　かかる構成を備えることで、過給機と主機関の間からバイパスさせた加圧気体及び／も
しくは排気を気体噴出口から供給するのを開始／停止させる動作を、排気の圧力と前記船
舶の喫水に基づいて制御することから、気体吐出口の圧力以下ならば海水が船舶中に流入
する、という事態を防止できる。また、噴出可能な圧力条件となったら加圧気体及び／も
しくは排気の供給を開始し、噴出不可能な圧力条件となったら停止する等して、より安全
な気泡利用の船舶抵抗低減が装置的に担保される。
【００４４】
　このとき、上記の構成において、制御装置は、加圧気体及び／もしくは排気の取り出し
量を前記主機関の熱負荷に関連した物理量と前記過給機特性に基づいて制御するような構
成とすることもできる。かかる構成を備えることで、開始、停止を排気の圧力と船舶の喫
水に基づいて制御すると同時に、運転中の加圧気体及び／もしくは排気の取り出し量も物
理量と過給機特性に基づいて制御されることから、機関の作動開始から、運転、停止に至
るまで、加圧気体及び／もしくは排気の圧力と船舶の喫水、物理量と過給機特性に基づい
た適切な制御が行える。
【００４５】
　またさらに、上記の構成において、制御装置は、前記加圧気体及び／もしくは排気の供
給停止中に前記加圧気体量調節手段及び／もしくは排気量調節手段にて前記配管経路を遮
断するような構成とすることもできる。かかる構成を備えることで、加圧気体及び／もし
くは排気の供給停止中に、加圧気体及び／もしくは排気の経路が調節手段によって遮断さ
れることから、経路が遮断されないことにより主機関にたとえば海水が意図に反して流入
するという危険事態の可能性を最小化することができる。
【発明の効果】
【００４６】
　本願によれば、過給機からの余剰ガスのうち、加圧気体及び／もしくは排気の一部を気
泡として再利用でき、バブル発生のためのエネルギーを特に要することなく抵抗低減を図
り、それによるエネルギー消費の低減を図ることができる。さらに、主機関に悪影響を与
えることなく、例えば船速の変化等を経時的に反映させた制御が達成される。すなわち、
取り出し過ぎて給気量が不足し、主機関の効率が低下したり、排気が悪化したり、また多
すぎて同様なことが起こることを防ぐことができる。また、過給機の余剰ガスや主機関か
らの排気ガスの有効利用を最大限効率良く推進することができる。
【００４７】
　また、本願によれば、主機関の熱負荷として表現される運転状態を、一番的確に把握で
きる物理量としての掃気圧と排気温度、また過給機特性としての過給機効率に基づいて、
経時的に変化する状況の各々に最適値を設定できると共に各種演算を自動処理できる。さ
らに、この設定値を用いることで、気泡利用による船舶抵抗低減効果を利用してのエネル
ギー消費効率を自動的に最大化することができる。
【００４８】
　さらに、本願によれば、過給機からの給気と掃気を気泡として再利用でき、バブル発生
のためのエネルギーを特に要することなく抵抗低減を図り、それによるエネルギー消費の
低減を図ることができる。さらに、給気バイパス量及び／もしくは掃気バイパス量を主機
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関の熱負荷に関連した物理量と過給機特性とに基づいて制御するために、主機関に悪影響
を与えることなく、例えば船速の変化等を経時的に反映させた制御を行う噴出気体制御装
置が実現される。すなわち、取り出し過ぎて給気量が不足し、主機関の効率が低下したり
、排気が悪化したり、また多すぎて同様なことが起こることを防ぐことができる。また、
過給機の余剰ガス（給気、掃気）の有効利用を最大限効率良く推進することができる。
【００４９】
　また、本願によれば、給気及び／もしくは掃気が、加熱されて前記気体噴出口に供給さ
れるために、水の粘性抵抗を減らし、船舶の摩擦抵抗低減効果を更に高め、一層のエネル
ギー消費の低減を増進させることができる。
【００５０】
　さらに、本願によれば、過給機からの排ガスを気泡として再利用でき、バブル発生のた
めのエネルギーを特に要することなく抵抗低減を図り、それによるエネルギー消費の低減
を図ることができる。さらに、排気バイパス量を主機関の熱負荷に関連した物理量と過給
機特性とに基づいて制御するために、主機関に悪影響を与えることなく、例えば船速の変
化等を経時的に反映させた制御を行う噴出気体制御装置が実現される。すなわち、取り出
し過ぎて給気量が不足し、主機関の効率が低下したり、排気が悪化したり、また多すぎて
同様なことが起こることを防ぐことができる。また、過給機の余剰ガスの有効利用を最大
限効率良く推進することができる。
【００５１】
　また、本願によれば、過給機からの排気バイパスによって送気手段を駆動し、この送気
手段から発生される気泡を利用するので、気泡発生のためのエネルギーを特に要すること
なく抵抗低減を図り、それによるエネルギー消費の低減を図ることができる。さらに、こ
のとき、この排気バイパス量を主機関の熱負荷に関連した物理量と過給機特性とに基づい
て制御するので、主機関に悪影響を与えることなく、例えば船速の変化等を経時的に反映
したエネルギー効率の最適化が図られる。したがって、過給機の余剰ガスを送気手段の駆
動源として有効利用できる。
【００５２】
　さらに、本願によれば、過給機からの排気バイパスによって送気手段中の発電機が駆動
され、この発電機の電力でブロアーが駆動されて、かかるブロアーから発生される気泡を
利用するので、余剰ガスのうち、高圧、高温の気体を含むエネルギー値の高い余剰ガスを
発電源として有効に再利用することができる。また、ブロワーが電力で駆動されるため、
回転数制御や複数台設けた場合の、回転数に差を付けた運転等が容易に行える。
【００５３】
　またさらに、本願によれば、過給機からの排気バイパスによって送気手段中のタービン
が駆動され、このタービンの駆動によって（たとえば同軸とした）ブロアーが駆動されて
、かかるブロアーから発生される気泡を利用するので、余剰ガスのうち、高圧、高温の気
体を含むエネルギー値の高い余剰ガスをブロアーの直接駆動源として有効に再利用するこ
とができる。特に、タービン駆動によってブロワーが直接駆動されるため、変換効率の向
上が図れる。
【００５４】
　また、本願によれば、配管経路を一旦喫水線上に上げてから喫水線以下の気体噴出口と
接続されるため、気体噴出口からの海水の逆流入を防止することができ、主機の安全を装
置面から一層確実化することができる。
【００５５】
　さらに、本願によれば、複数個対称に設けた気体噴出口に対して設けた複数の配管経路
（系統）について気体の圧力を適合的に変動せしめることにより、船舶の横揺れ状態（ロ
ーリング）の場合でも、浅い箇所の噴出口からと深い位置の噴出口からの気泡噴出を略均
等に制御することが可能となる。
【００５６】
また、本願によれば、加圧気体及び／もしくは排気の圧力と船舶の喫水に応じて加圧気体
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及び／もしくは排気の気体噴出口への供給の開始／停止を加圧気体量調節手段及び／もし
くは排気量調節手段を調節して制御することにより、圧力が気泡の噴出に十分な条件にな
ってから供給を開始し、不十分になったときは供給を停止することが調節手段を制御して
可能となり、適正な噴出条件での気体の供給が図れ、海水が主機関へ逆流するという事態
を防止できる。
【００５７】
　さらに、本願によれば、加圧気体及び／もしくは排気の取り出し量を主機関の熱負荷に
関連した物理量と前記過給機特性に基づいて制御するため、機関の作動開始から、運転、
停止に至るまで、主機関に悪影響を与えることなく、気泡の排ガス利用発生による抵抗低
減に係るエネルギー効率が絶えず装置として最適化できる。
【００５８】
　また、本願によれば、経路が遮断されないことにより主機関にたとえば海水が意図に反
して流入するという危険事態の可能性を最小化することできる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００５９】
　以下、図面を参照して本発明を実施するための最良の形態について説明する。なお、以
下では、本発明の目的を達成するための説明に必要な範囲を模式的に示し、本発明の該当
部分の説明に必要な範囲を主に説明することとし、説明を省略する箇所については公知技
術によるものとする。
【００６０】
　図１は、本発明の一実施形態に係る噴出気体制御装置及びこの装置を装備した船舶の全
体像を、断面的に示す図である。同図に示されるように、本願に係る船舶１には、噴出気
体制御装置２が搭載されている。噴出気体制御装置２は船舶１の推進主エンジンである主
機１０を備えている。船舶１にはその他、主機１０によって駆動され船舶の推進力を得る
ためのスクリュー３、船舶１の水中の板によって水流の流れを変えることで進行方向を変
化・調節するための舵４、床板である甲板５、上階であるデッキ６、エンジン１０からの
排気ガス８を空中に放出する煙突７を含む、船舶航行に必要な機構が装備として備えられ
ている。
【００６１】
　主機１０に後述のごとく添設される３本のバイパス管には、送気管３０が連設される。
屈曲部を有した送気管３０は、一定圧・温度のガスを気体噴出口４０まで通すための管で
あって、３本のバイパス管を取り纏める位置から船底付近の高さに一旦降下させて屈曲部
を経た上で、喫水より上部に曲げて略水平に這うように配管され、さらに屈曲部を経て船
底方向に降下せしめた形状に配管される。このように一旦喫水線以上の高さを配管経路が
経由することにより、喫水線以下に設けられる気体噴出口からの海水の逆流入を防止する
ことができ、主機の安全上の危険状態を避けることができる。送気管３０の他方の端部に
は、船底もしくはその近傍に備えられ、船底もしくはその近傍に開いた開口から気泡を船
底９付近の水中に噴出する気体噴出口４０が接続される。送気管３０の気体噴出口４０の
手前部分には、送気管３０内を通過する気体を温めるための加熱装置５０が備えられてい
る。また、送気管３０の喫水線以下の部分には流量計３５が備え付けられている。加熱装
置５０によって給気もしくは掃気を排ガスによって加熱することによって、水の粘性抵抗
を減らし、これにより、船舶の抵抗低減効果を更に高め、一層の抵抗低減を増進させるこ
とができる。なお、この加熱装置５０の駆動源としては過給機１１の排ガスを利用しても
よいし、別途設置する発電等のエネルギー発生装置によってもよい。
【００６２】
主機１０は、エンジン（燃焼室）内に強制的に圧縮空気を送り込む機構を持つ過給機１１
と、過給機１１が圧縮した空気を圧力を保ったまま冷却するインタークーラー１２と、圧
縮空気を導通する給気管１３と、圧縮空気を貯めておく掃気レシーバ１４と、エンジン１
０によって燃焼された生成気体を貯蔵する排気レシーバ１５とを備えている。給気管１３
には給気の一部をバイパスさせ送気管３０に導くための給気バイパス管２３が挿通される
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。掃気レシーバ１４には掃気の一部をバイパスさせ送気管３０に導くための掃気バイパス
管２４が挿通される。排気レシーバ１５には排気の一部をバイパスさせ送気管３０に導く
ための排気バイパス管２５が挿通される。給気バイパス管２３、掃気バイパス管２４、排
気バイパス管２５の他端は送気管３０に連設されている。
【００６３】
図２は、噴出気体制御装置２を海洋で使用する船舶に適用する場合の実施形態に係り、 (
a)は、当該船舶の側・断面図を、
(ｂ)は、その上面図を、それぞれ示すもので、一部説明のために要部構成を露出させて表
現している。給気バイパス管２３及び／もしくは掃気バイパス管２４及び／もしくは排気
バイパス管２５からの過給機の余剰ガス（の一部）が、屈曲部を有した送気管３０を通っ
て、船底９の近傍に設置された気体噴出口４０に導かれる。この気体噴出口４０は、たと
えば本実施形態の場合、船底９の前部で船体の平面中心線ＣＬ付近に配置される。気体噴
出口４０を船底９近傍に設けることは、噴出した気泡の船底９部への滞在を長引かせ、波
等による圧力変動を緩和する狙いからであり、また船底９近傍の前部に設けることは、噴
出した気泡を船底９へ極力全体に亘って滞在させる目的からである。したがって、気体噴
出口４０は、船底９以外であってもよく、喫水線以下の適切な場所であればよい。
【００６４】
代替的な気体噴出口４０は、平面中心線ＣＬに対して対称的に複数配置するような平面配
置的構成とすることもできる（図示しない）。この場合には、気体噴出口４０に対応する
数だけ送気管３０を設置するか、或いは送気管３０からの分岐管を当該対応する数だけ設
けるようにする。これによって、構成を簡素化し、配置も容易化することができる。また
、好適には、このような吐出口の数は奇数個とし、真中の一つを平面中心線ＣＬ上に持っ
てくる対称的配置とする。
【００６５】
　好適には、船底９には、気体噴出口４０から噴出された気泡を逃さないように気泡のガ
イドを行う端板９５、９６、９７を配置する。上記の気体噴出口４０を複数設けるときに
は、端板も船体の平面中心線ＣＬに対して対称に配置する。船底９にはこの他、海水や気
泡による船体に作用する剪断力を検出する剪断力検出器である剪断力センサー（図示しな
い）をたとえば船尾側に設けてもよい。
【００６６】
　また、相対速度検出器である相対速度センサー５５が船尾側に設けられている。船側に
は、別の相対速度センサー５７が設けられている。これらの相対速度センサー５５は、気
体噴出口４０から離して、あるいは相対速度センサー５７は、近くても船側の気泡の影響
が無い箇所に設けられている。特に、相対速度センサー５７は、船側８でも波の影響を受
けない下方に設置されている。これらの相対速度センサー５５、５７は、たとえば超音波
式を採用するものとし、水中での使用を可能として、波や潮による影響を少なくしている
。
【００６７】
　また、船底９の後部と前部には、噴出された気泡の状態を監視するビデオカメラ５８、
５９が設けられている。このビデオカメラ５８、５９の撮影した映像を、人が監視し、気
泡の噴出状態を解析することに役立てている。
【００６８】
　図３は、気体噴出口４０の詳細構造を概念的に示す斜視図である。この図３では、説明
の簡略化のため、複数ある送気管や気体噴出口の代表例を示している。送気管３０を通っ
てバイパスされた空気は、送気管３０に接続された気体噴出口４０のチャンバー部４０１
で直角に曲げられる。この送気管３０の接続部の直下には、送気されたガスを分散させる
三角形の断面を有した分配部品４０２が設けられていて、この部分で直角に曲げられると
ともに、分配部品４０２によって空気が左右に分散される構成をとっている。空気は直角
に曲げられることで、水平面方向に一様に広がろうとするが、チャンバー部４０１の奥と
左右、上下の内壁により、空気は前方の多孔板４０３、４０４の方にのみ流れようとする
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が、この際に分配部品４０２の存在により、一層、多孔板４０３、４０４の左右方向の空
気の分布が均一化される。
【００６９】
　多孔板４０３、４０４には、多数の孔４０５、４０６が開けられているが、多孔板４０
３と４０４で孔の左右方向の位置がずれていて、開孔位置をずらした配列となっている。
この多孔板４０３、４０４は、この実施形態では２枚使用した例を示しているが、３枚、
４枚といったこれ以外の複数枚であってもよい。多孔板４０３、４０４が、その開孔位置
をずらして配置されることにより、多孔板４０３、４０４が、空気の流れを屈曲させ抵抗
を付けるいわゆる邪魔板の作用をすることとなり、さらなる左右方向の空気の均一化に加
えて、上下方向の空気も均一化されて、前面の噴出開口４０７から噴出させることが可能
となる。
【００７０】
　ここで、多孔板４０３、４０４はステンレス等の耐食性を有した板金を連続的にプレス
で丸孔をあけて生産し、カッティングによって開孔位置をずらした配列を実現できるので
、生産性に優れたものとなる。このステンレス材で構成された場合、開孔が丸孔であるこ
とにより、エッジ部がなくなり、角孔などのようにプレス時の応力集中が起こりにくく、
海水中で用いてもエッジ部から応力腐食が進行することが軽減できる。多孔板４０３、４
０４は、樹脂を使用し、成型によって生産してもよい。この樹脂を用いた場合は、腐食面
からは特に孔の形状はこだわらないが、成形型からも丸孔が好ましい。
【００７１】
　図４は、本願に係る過給機１１からバイパスさせる系統を示す系統図である。図４を用
いて、本願に係る過給機からの余剰空気バイパスの仕組みを説明する。
【００７２】
過給機１１は大気をフィルタ１１１を介して吸い込み、圧縮する圧縮機（コンプレッサ）
１１０と、圧縮機１１０を回転駆動させるタービン１１２と、これらを繋ぐ軸から構成さ
れる。この過給機１１は、排気管から廃棄されてきた排気ガスのエネルギー（温度・圧力
）を利用してタービン１１２を高速回転させ、その回転力によって圧縮機１１０を駆動す
ることにより、圧縮した空気を主機関のシリンダ（以下、単に「シリンダ」ともいう。）
１６内に送り込み、これにより、内燃機関本来の吸気量を超える混合気を吸入・爆発させ
ることで、見掛けの排気量を超える出力を得る仕組みである。
【００７３】
各シリンダ１６内の燃料の燃焼で出来た高温、高圧の排気ガスは排気弁開時に、排気レシ
ーバ１５に溜められ、圧力が静圧化され、タービンノズル１１６とタービン１１２で断熱
膨張しタービン駆動力となってこれに直結している過給機圧縮機１１０を廻す。過給機圧
縮機１１０は外部から空気を取り入れ、断熱圧縮して圧縮機１１０出口のディフューザ１
１３で静圧化され高圧、高温の空気（給気）が作られる。これがエアークーラー１１２で
冷やされ、掃気レシーバ１４に溜められ、シリンダ１６に供給される。始動直後等、エン
ジン１０が低負荷で排気のエネルギーが十分でないときは補助ブロワ１１５が作動し、空
気を吸い込み、過給機圧縮機１１０の作動を助けるが、この構成において、本願では給気
バイパス管２３、掃気バイパス管２４、排気バイパス管２５を設けて余剰ガスをバイパス
させようとするものである。
【００７４】
　より詳細な作用としては、まず大気がフィルタ１１１を介して吸い込まれると、タービ
ン１１２の回転力によって駆動された圧縮機１１０によって圧縮空気が生成され、ディフ
ューザ１１３を介して給気管１３に導通される。給気管１３には前述したとおり、給気バ
イパス管２３が挿通されており、圧縮された高温空気の一部が給気バイパス管２３を通過
することでバイパスされる。このバイパスによるガスの取出しには、後述の各物理量のセ
ンシングを元にして開始・運転・停止が制御される給気バイパス調整弁２３Ａの開閉によ
って行う。給気バイパス管２３によってバイパス取得された給気は、送気管３０に導かれ
る。
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【００７５】
　給気管１３を通るその他の空気はインタークーラー１２によって中間冷却される。中間
冷却された圧縮空気は導通管中に設置されるミストキャッチャー１１４によって水分除去
されて、可動式ゲートを通って掃気レシーバ１４へ導通される。掃気レシーバ１４へは調
整弁１１５Ａを備えた補助ブロア１１５からも給気されてよい。掃気レシーバ１４には前
述したとおり、掃気バイパス管２４が挿通されており、掃気レシーバ１４内に貯められた
圧縮空気の一部が掃気バイパス管２４を通過することでバイパスされる。この掃気バイパ
スによるガスの取出しには、後述の各物理量のセンシングを元にして開始・運転・停止が
制御される掃気バイパス調整弁２４Ａの開閉によって行う。掃気バイパス管２４によって
バイパス取得された給気は、送気管３０に導かれる。
【００７６】
　掃気レシーバ１４に貯められたその他の空気は導通管を通過し、シリンダ１６に導かれ
、シリンダ１６内で燃料が噴霧等によって加えられ燃焼される。燃焼によって生成された
排気は排気レシーバ１５に導かれる。排気レシーバ１５には前述したとおり、排気バイパ
ス管２５が挿通されており、排気レシーバ１５内に貯められた排気ガスの一部が排気バイ
パス管２５を通過することでバイパスされる。この排気バイパスによるガスの取出しには
、後述の各物理量のセンシングを元にして開始・運転・停止が制御される排気バイパス調
整弁２５Ａの開閉によって行う。排気バイパス管２５によってバイパス取得された給気は
、送気管３０に導かれる。
【００７７】
　排気レシーバ１５内のその他の排気ガスは、狭小径を有するタービンノズル１１６を経
由してタービン１１２に導かれ、その一部はタービン１１２を駆動回転させた後、廃棄さ
れる排気ガスとして煙突７に導通される。
【００７８】
　本願発明の出発点としては、前述したように、過給機の近年における飛躍的進歩とこれ
による余剰ガスの発生という現実的状況がある。図５は、主機関負荷と過給機効率の関係
の一例を示す図である。同図に示されるように、主機関効率の要求値に対してかなりの余
剰分が現実的に発生しており、たとえば主機関負荷が７５．０％の場合には主機関効率要
求値が６８．０％に対して現実には７２．７％の効率が得られており、この差分が余剰ガ
スの発生に繋がっている。本実施形態では、こうして発生されるガスが本来単に廃棄され
るところに着目し、これを有効利用せんとしたものである。
【００７９】
　高圧の掃気あるいはこれが燃焼された生産物である排気は、通常全量が過給機排気ター
ビン１１２を通過して、過給機圧縮機１１０の駆動に使われるが、図５で説明したように
、エンジン１０に必要とされる効率以上の過給機では、全量を通さなくても良い。図５の
ように過給機効率がエンジンから必要とされる効率の３％以上あれば、掃気、排気の１０
％程度が過給機タービン１１２を通さなくて、バイパスできる。パワータービン（図示し
ない）を駆動する場合は排気バイパス２５が有効であるが、今回のバブルでは冷えた高圧
の空気即ち掃気バイパス２４が有効である。
【００８０】
　掃気にしても排気にしても過給機１１の駆動ひいてはエンジン１０の駆動に必要なもの
であり、エンジン１０の熱負荷に応じて、バイパス量は厳密にコントロールされねばなら
ない。本発明の発明者は、数々の研究の結果バイパス量の制御には、主機関の熱負荷に関
連した物理量と過給機特性とに基づくのがよいことを発見した。物理量とはたとえば掃気
圧と排気温度（もしくは排気管温度、排気温度と一対一に対応する周囲温度等を含む）が
該当し、過給機特性とは、たとえば後述の方法によって求められる過給機効率、或いは主
機と過給機とのマッチング（相性）特性等が該当する。なお、これらの物理量は、過給機
１１や主機関に関連した各経路や各所の温度、圧力、流量等の一部の計測により、必要な
値を計算や推定により求めることもできる。
【００８１】
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　ここで、本願の一実施形態に係る過給機による余剰ガス利用における、ガスのバイパス
量の制御について説明する。
【００８２】
　図６は、本願の制御を実現するために、本実施形態に係る各装置と、本願に係る制御の
基礎データの取得を行う各種センサ、アクチュエータ等の配置を示したブロック図である
。同図に示すように、フィルタ１１１に入る前方に、気圧センサＳ１、吸込空気温度セン
サＳ２が配置される。圧縮機１１０とタービン１１２に連結されるように回転速度センサ
Ｓ３が設置される。掃気レシーバ１４中には掃気圧力センサＳ４が配置される。排気レシ
ーバ１５中には排気圧力センサＳ５が配置される。排気レシーバ１５とタービン１１２の
間には排気温度センサＳ６と、排気質量流量センサＳ７が配置される。タービン１１２の
後方にはタービン後排気圧力センサＳ８が配置される。給気バイパス管２３、掃気バイパ
ス管２４、排気バイパス管２５、のそれぞれから導通された送気管３０にはバイパス質量
流量センサＳ９が配置される。
【００８３】
　図７は、本願の制御系を説明するための制御ブロック図である。
【００８４】
　本願に係る制御を実現するための機能としては、過給機１１からの各種センサ（Ｓ１乃
至Ｓ９）及び喫水センサ２３０によって取得した各種値に基づいて前述の各種バイパスを
制御するための制御装置２００と、船舶の状況（位置状況、燃料状況、運転状況等）を取
得し判断するための船舶状況判断部３００と、周囲の海象状況に係るデータを収集し判断
するための海象判断部４００と、船舶状況判断部３００及び海象判断部４００の判断に基
づき、或いはこれらを対照させて各種条件設定を行うための条件設定部２２０と、これら
の各機能によって最適値が算出されてバイパスされた気体を船底９付近の水中に吐出する
気体噴出口４０とを具備して構成される。
【００８５】
　制御装置２００は、過給機特性や各種センサ（Ｓ１乃至Ｓ９、２３０）により取得され
たデータに対して所定の演算処理を行う機能を有する演算部２０１と、この演算部２０１
に基本データをフィードする機能を有する基本データ部２０２と、この基本データ部２０
２に過給機特性に関する情報を計算・取得して与える機能を有する過給機特性部２０３と
、各種センサ（Ｓ１乃至Ｓ９、２３０）からの値と演算部２０１によって演算された値等
を比較計算する機能を有する比較部２０４と、この比較部２０４を制御する機能を有する
コントローラ２０５とを備えて構成される。特に、演算部２０１では、所定のセンサ等の
検出結果に基づいて、後述する過給機効率の計算を行う機能をも有している。
【００８６】
　船舶状況判断部３００には、船の位置を検出するＧＰＳ３１０、船舶の機関の燃料消費
量を計測する燃料計測部３２０、船舶の機関の運転状態を検出する機関運転検出部３３０
が設けられている。この船舶状況判断部３００は、特に船舶の現況を判断する部分であり
、航行中に変化が少ない、あるいは変化が緩慢な船舶の現況を判断するものである。例え
ば、ＧＰＳ３１０は船の地図上の位置を把握し、港や目的地までの距離や対地の絶対速度
等を検出している。
【００８７】
　これは、どういった地図上の位置や場所で、気泡を噴出したらよいか、また止めたらよ
いかの判断に利用される。また、対地の絶対速度計測は、回転速度センサーＳ３を補完す
る目的でも使用される。燃料計測部３２０は、機関がどれだけ所定時間当たりの燃料を消
費しているかを計測し、所定の燃費を下回ったら気泡の噴出を止めること等に利用される
。機関運転検出部３３０は、船舶の機関の運転状態を検出し、機関の運転が停止している
ときには、気泡の噴出を止める、あるいは運転を開始し所定時間経ったら気泡の噴出を開
始する等の情報を得ることに利用される。また、機関の回転数を検出して気体噴出口数お
よび／あるいは気泡噴出量を変えることなどにも利用される。この船舶状況判断部３００
には、この他機関の出力検出器、ジャイロ、レーダ、積載量計測、バラスト水状態等広く



(16) JP 5403648 B2 2014.1.29

10

20

30

40

50

船舶の置かれた状況を判断する手段が含まれていて、目的に応じて気泡噴出制御に利用可
能となっている。
【００８８】
　船舶状況判断部３００には、図示しない航行状態検出部が具備され、航行状態検出部は
、相対速度センサー５５、５７、船体の喫水レベルを検出する喫水センサー２３０、船体
の進行方向に対しての左右の傾きいわゆるローリングを検出する傾斜センサー（図示しな
い）を備えて構成される。これとは別に、剪断力センサー（図示しない）も備えるような
構成としてもよい。これら航行状態検出部は、船舶の航行に伴い比較的変化し易い、ある
いは変化をさせる目的で制御される物理量を検出している。この航行状態検出部には、こ
の他、船体の左右揺れ（スウェイング）、縦揺れ（ピッチング）、前後揺れ（サージング
）、上下揺れ（ヒービング）、船首揺れ（ヨーイング）を検出するセンサー等が含まれる
。
【００８９】
　海象判断部４００は、波センサー４１０、風センサー４２０、潮流センサー４３０を備
えて構成されている。波センサー４１０は、波の波高や方向、また周期等を検出する。風
センサー４２０は、風の風速や方向等を検出する。潮流センサー４３０は、潮の潮速や方
向、また高さ等を検出する。この海象判断部４００は、この他一般の天候等の情報も含め
て、波、風、潮等の情報に天候等も加味し、例えば、海象が荒れているときは気泡の噴出
を止め、回復したら気泡を発生させるなどの判断を行うことに利用される。
【００９０】
　このような船舶状況判断部３００の情報、海象判断部４００の情報は、条件設定部２２
０に伝えられ、この条件設定部２２０で総合的に船底９或いはこの近傍へ気泡を噴出する
条件が設定される。この条件とは、気泡の噴出開始／停止、複数ある場合には気体噴出口
４０のどれとどれから気泡を噴出させるか、噴出量をどうするか、噴出のタイミングをど
うするか、また時間的な気泡噴出シーケンスをどう組むか、いつ噴出させていつ止めるか
等である。また条件設定部２２０においては、気泡噴出の条件は、船体に働く剪断力、船
体の相対速度、喫水、傾斜等の条件も加味されたものとして設定され、これらの信号によ
り制御を行うための条件設定も併せて行われる。なお、この条件設定部２２０においては
、摩擦抵抗の低減のための条件設定指示に従った条件設定の他、気泡噴出による喫水レベ
ルの調整の条件設定指示に従った条件設定も行われる。
【００９１】
　この条件設定部２２０の設定に従って、比較部２０４で信号の比較が行われ、コントロ
ーラ２０５を介してバイパス調整弁２３Ａ、２４Ａ、２５Ａの流量・ガス取得量が制御さ
れる。コントローラ２０５は、補助的ブロワー（図示しない）の吐出側に設けたバルブも
制御している。これは補助的ブロワーのインバータによる電動機の制御範囲を下回る空気
量を制御する場合や喫水センサー２３０の信号を利用して素早い喫水レベルの調節を行う
場合に、これら補助的ブロワーのバルブを調節して所望の空気量を得る目的で付加されて
いる。また、気泡の噴出が気体噴出口４０から行われている状況について、気泡の噴出状
態や船底９及びその近傍への滞在状態をビデオカメラ５７で撮影し、空気の噴出条件の解
析、検討に役立てている。
【００９２】
　また、船底９もしくはその近傍には剪断力センサー（図示しない）が、船底９の下流に
気体噴出口４０に取り付けられているが、気泡噴出による剪断力変化の解析を深めるため
に対応した数が取り付けてある。この剪断力センサーの信号は、比較部２０４にフィード
バックされ、予め条件設定部２２０で設定された剪断力値と比較され、その偏差に応じた
所定のルール、アルゴリズム、定数に従って、コントローラ２０５を介してブロワーの運
転状態及び／もしくはバイパス調整弁２３Ａ、２４Ａ、２５Ａが微調整される。また、船
体と海水との相対速度を相対速度センサー５５、５７で検出し、所定の統計的処理をして
代表値が比較部２０４に送られる。また、喫水センサー２３０、傾斜センサー（図示しな
い）の信号も比較部２０４に送られる。
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【００９３】
　比較部２０４において、まず相対速度センサー５５、５７の処理された代表値と予め条
件設定部２２０で設定された、条件設定値の比較が行われる。例えば気体噴出口４０が複
数４１，４２、４３、４４、４５として存在するとした場合に、船体の相対速度が設定値
を上回ったときは、その偏差に応じて気体噴出口４０～４５の数を増したり、気泡量を増
したり、その双方を増したりする制御を行う。また、下回ったときは、気体噴出口の数を
減らしたり、気泡量を減らしたり、その双方を減らしたりする制御を行う。気体噴出口の
数を減らす場合に好ましくは、外側の気体噴出口を止めることが望ましい。
【００９４】
　例えば、気体噴出口４１と気体噴出口４５を止める。また、気体噴出口４１、４２と気
体噴出口４５、４４を止める等である。また、気泡の噴出量についても同様である。気体
噴出口４１と気体噴出口４５の気泡噴出量を同量だけ減らす／増やす、さらに気体噴出口
４２と気体噴出口４４の気泡噴出量を同量だけ減らす／増やす等である。このように、船
体の平面中心線ＣＬに略対称に配置された気体噴出口の口数や気泡噴出量を対称的に制御
することにより、特に多い直進航行時には均一な摩擦抵抗低減効果が得られ、船の直進性
が維持でき、燃料消費量も少ないものとなる。また、制御装置としての回路構成や制御方
法も容易なものとなる。
【００９５】
　また、比較部２０４では、喫水センサー２３０で検出された値と、予め条件設定部２２
０で設定された条件設定値の比較が行われる。例えば、船体の喫水が設定値を上回ったと
き（積荷量が多く喫水が深くなった場合）は、その偏差に応じて気体噴出口の数を増した
り、気泡量を増したり、その双方を増したりする制御を行う。また、下回ったとき（積荷
を下ろしバラスト水状態となった場合）は、気体噴出口の数を減らしたり、気泡量を減ら
したり、その双方を減らしたりする制御を行う。この減らす場合には、上記と同様に制御
することが望ましい。
【００９６】
　また、大きな波のうねりが来た場合は、喫水センサー２３０の信号を利用し、補助的ブ
ロワー（図示しない）やバイパス調整弁２３Ａ、２４Ａ、２５Ａを制御して、即座に気体
噴出口４０にかかる圧力を増減微調節し、気泡噴出量が変化することをさらに緩和してい
る。
【００９７】
　なお、喫水センサー２３０の特別な使い方として、船舶１への積荷の積載量を推定する
ことにも使用できるが、この実施形態では次のような利用もしている。即ち、船舶が港湾
等で停止した状態で積荷を容易化にする目的や船体の上部に位置する他の障害物を避ける
目的の場合、また航行中でも船舶の上部に位置するゲートや橋などの建造物を避ける場合
に、気泡を噴出させることにより、船体の喫水を変えることができる。これは、気泡の噴
出により、船側、船底が気泡で覆われ、周囲の海水に気泡が混じった状態となり、見かけ
上の海水の密度が減る。このためアルキメデスの原理に基づき、船体の排斥する排水量に
応じて決まってくる船体に作用する浮力が減ることになる。この結果、船体の喫水を制御
することが可能となる。この喫水センサー２３０はこの用途においても、この喫水レベル
の調整の条件設定指示に基づいた条件設定値と喫水センサー２３０の検出値を比較部２０
４で比較して、喫水レベルを調節するため気体噴出口数や気泡量が制御される構成となっ
ている。
【００９８】
　また、比較部２０４では、傾斜センサー（図示しない）で検出された船体の傾斜値と、
予め条件設定部２２０で設定された条件設定値の比較が行われる。例えば、船体の傾きが
船舶の旋回やローリングによって設定値を上回ったときは、その偏差に応じて気体噴出口
の噴出箇所を変えたり、気泡量の増減を行う。例えば、進行方向から見て船体が左に傾い
た場合、船底は右側が持ち上がる。この場合、見かけの喫水が深くなった左側の気体噴出
口の数を増したり、噴出量を増したり、その双方を増す制御を行い、右側の気体噴出口の
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数を減したり、噴出量を減らしたり、その双方を減らす制御を行うことにより、無駄に気
泡を噴出することなく、有効に船体の摩擦抵抗を低減できる。なお、傾斜センサーは、気
泡の噴出制御への使用以外にも、船体の傾斜を検出しバランスを取るためのバラスト水調
整等にも共用できる。
【００９９】
　なお、このようなローリングの場合の対処法としては、複数の気管系統を別個に設け、
それぞれ圧力を設定できるように構成することにより、左舷と右舷で高さの違い（傾きの
存在）が生じても、圧力調整することにより、所望の気泡噴出（たとえば略均等な吐出）
を得ることができる。また代替的には、複数気管から一旦チャンバーを経由させてから気
泡噴出に導くこともできる。
【０１００】
　次に、本願に係る制御の詳細について説明する。
上述したように、本願では、加圧気体（給気、掃気）／排気の取り出し量を主機関の熱負
荷に関連した物理量と過給機特性に基づいて制御する。この場合、主機関の熱負荷に関連
した物理量の代表例としては、掃気圧と排気温度（或いは排気管温度、その他排気温度と
一対一で対応する周囲温度等）を採用し、過給機特性としては過給機効率を採用する。
【０１０１】
掃気圧は、掃気圧力センサーＳ４で、排気温度は排気温度センサーＳ６で検出する。
過給機特性は、下記に記載の（１）過給機総合効率の求め方、及び、（２）掃気バイパス
（排気バイパス）がある場合の過給機総合効率の補正に基づいて求める。

（１）過給機総合効率の求め方
過給機総合効率＝０．９０５５×Ｔ１／Ｔ２×（Ｒ１

０．２８６―１）／（１―Ｒ２
０．

２６５）
　ここで、
　Ｔ１：過給機空気吸込温度（たとえば２１℃）＋２７３
　Ｔ２：タービン前排気温度（たとえば４００℃）＋２７３
　Ｒ１：（大気圧＋掃気圧力＋インタークーラー差圧）／（大気圧―過給機フィルタ差圧
）
　Ｒ２：（大気圧＋タービン後排気圧力）／（大気圧＋排気レシーバ圧力）
圧縮機効率＝3614400×Ｔ１×（Ｒ１

０．２８６―１）／（μ×Ｕ２）
　ここで、
　μ：すべり率（過給機タイプによる）
　Ｄ：扇車直径（過給機タイプによる）
　Ｕ：歯車の周速＝π×Ｄ×Ｔ／Ｃｓｐｅｅｄ
タービン効率＝過給機総合効率／圧縮機効率
（２）掃気バイパス（排気バイパス）がある場合の過給機総合効率の補正
　（１）で求めた過給機総合効率に、下記補正式を掛ける。
【０１０２】
　（ｍｔ＋ｍｅｑ）／ｍｔ

ここで、
　ｍｔ：タービンを通過する質量流量
　ｍｅｑ：バイパス量のタービン通過と等価質量
 
掃気バイパス量の制御の仕方
（１）過給機総合効率が要求される値以上になるように、
　例えば最新エンジン用は、過給機総合効率≧68％以上
　例えばレトロフィットエンジン用は、過給機総合効率≧64％以上
（２）掃気圧が所定値以上、排気温度が所定値以下、になるように制御する。
【０１０３】
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ここで温度、圧力、過給機回転数は、各センサーによる検出値を、すべり率や扇車直径な
どは、基本データから読み込み、演算部２０１で過給機総合効率を計算する。また、補正
値は、排気／バイパスの質量流量センサーＳ７、Ｓ９を利用して演算部２０１で補正をす
ることで求める。
【０１０４】
過給機総合効率を求めるに当たり必要な、フィルター１１１やインタークーラー１２の圧
力損失は、排気／バイパスの質量流量センサー（Ｓ７、Ｓ９）値と基本データ部２０２に
記憶された圧力損失係数に基づき、演算部２０１で演算して求める。代替的に、演算によ
らず、圧力センサー（Ｓ１乃至Ｓ９その他）を必要部位毎に付けて、検出して求めてもよ
い。
【０１０５】
また、過給機総合効率は、予め基本データ部２０２に記憶された過給機総合特性のグラフ
やテーブルに基づいて算出することもできる。この場合、算出に必要な主機関１０の負荷
は、燃料計測部３２０で計測される燃料消費量に基づいて行われる。
【０１０６】
　本実施形態では、過給機総合効率を２通りの方法で求めている。
【０１０７】
　すなわち、各センサー（Ｓ１乃至Ｓ９、２３０等）による検出値に基づいて演算部２０
１で算出する方法と、グラフやテーブルに基づいて求める方法である。この結果を比較部
２０４で比較し、両者が所定の誤差範囲内に入っているかをチェックし、所定の誤差範囲
を外れている場合は、センサー類の故障などが考えられるため、コントローラ２０５もし
くは（図示しない）警告部によって警告を発する。
【０１０８】
　海象判断部４００、船舶状況判断部３００における各検出値は、気泡の噴出条件設定の
ために利用されるもので、詳細は前記したとおりである。
【０１０９】
　喫水センサー２３０は、加圧気体／排気の圧力と喫水に応じて、気体噴出口４０への気
体／排気の供給開始／停止を制御するために利用される。条件設定部２２０では、海象判
断部４００や船舶状況判断部３００の状況に応じて、気体／排気の噴出条件や噴出量や噴
出タイミング等を設定する。
【０１１０】
　なお、過給機タービンバイパスガスはエンジン本体の場所で以下の３種類があり、それ
ぞれの性状は下記の通りである。
Ａ排気バイパスガス（取り出し口は排気レシーバ、温度４００℃、圧力0.2393MPaゲージ
圧）
Ｂ給気バイパスガス（取り出し口は給気管（チャージエアパイプ）でインタークーラー前
、温度１３５℃、圧力0.255MPaゲージ圧）
Ｃ掃気バイパスガス（取り出し口は掃気レシーバ、温度３５℃、圧力0.2533MPaゲージ圧
）
【０１１１】
本願発明は過給機のそれぞれの箇所からのバイパスガスを、あるいはそれらの組み合わせ
を用いて、バイパスガスから直接気泡を生成するとともに、その量をエンジンの性能、信
頼性を崩すことなく利用することを保証するものである。
【０１１２】
気泡生成にとっては、圧力が高く、温度が高い方が良い。したがって、Ａ排気バイパスガ
スがもっとも適しているが、排気が直接、海を汚染するかもしれないという環境問題が想
定され、使えない海域があると想定される。このような排気バイパスガスが使えない海域
では、Ｂ給気バイパスガスかＣ掃気バイパスガスを使えばよい。Ｂ、Ｃは高圧の空気であ
る。ただし、温度が高いと体積が大きく、気体噴出口までの配管を太くし、配管ロスを考
慮せねばならない。また、このとき、配管廻りを保温養生する等の処置を行うようにして
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もよい。
【０１１３】
　そこで、掃気バイパスガスは温度が低く、配管系を小さくでき、バブル排出口付近で、
排気バイパスガスで加熱するという組み合わせも考えられる。また前述したように、バイ
パス配管は一旦、喫水よりも高くして、海水がエンジン１０に入らないようにする。バイ
パス配管には、途中に流量計３５を設け、バイパス流量を厳密に計測する。
 
【０１１４】
　ここで、気体の噴出を開始／停止する制御を行う制御についてまとめると、本願の主眼
として、バイパスガス量を主機関の熱負荷に関連した物理量と過給機特性とに基づいて制
御しつつバイパスガスを取得してこれを気泡として利用すること、次に加圧気体及び／も
しくは排気の気体噴出口からの供給動作の開始／停止させる動作を、排気の圧力と前記船
舶の喫水に基づいて制御すること、がある。さらには、船舶状況判断部３００の判断に従
う場合、海象判断部４００の判断に従う場合、航行状態検出部（図示しない）の検出結果
に従う場合がある。船舶状況判断部３００に従う場合は、例えば、ＧＰＳ３１０で港や目
的地が近くなると判断すると気泡の噴出を止め、出港すると気泡の噴出を開始し、海域と
して渦潮域が近付いたら止め、外れたら開始する。また、機関の運転が停止されたら、気
泡の噴出も止め、機関が動き出し所定時間たったら気泡の噴出を開始する。燃料計測部３
２０で検出される燃費が予定より下回ったら気泡の噴出を止める。また、燃費の改善が予
測される場合は、気泡の噴出を開始する。また、海象判断部４００で台風や時化等の荒天
の場合は、気泡の噴出を停止し、回復したら開始する、などの制御が可能である。これら
の気泡の噴出開始、停止や噴出量は、主機関の運転状態に関連して行われ、主機関で空気
を多く必要とする場合は、噴出を停止したり、噴出量を減らすものである。
【０１１５】
　また、波センサー４１０で検出される波高が所定値以上になったら気泡の噴出を停止し
、所定値以下になったら開始する。航行状態検出部の検出結果を設定された値と比較して
偏差の大小に基づき、この偏差が予め定めた閾値以下で停止し、閾値を越えたら開始する
。例えば、相対速度センサー５５、５７の値は、統計的処理をされ、代表値が比較部２０
４に送られるが、船舶１の速度が落ち、この値が条件設定部２２０で設定された所定の閾
値を下回ると、気泡の噴出を止め、上回ると開始している。相対速度センサー５５、５７
の統計的処理をされた代表値の時間変化に基づき、船舶１が動きだし加速をしているとき
は、この閾値を下げ早めに気泡を噴出し、有効に気泡による摩擦抵抗低減効果を発揮し、
減速しているときは速度が落ちてまだ船底３に滞在している気泡があるため、閾値を上げ
て気泡の噴出を早めに止めてもよい。
【０１１６】
　これら、気体の噴出を開始／停止する制御を行う条件については、優先順位を付けて制
御を行い、検出誤差や故障、予測し得なかった事態のときに補完的に他の条件を用いて制
御してもよい。いずれにしても、所定の条件下で気泡の噴出を開始／停止すること、船舶
が止まっていることを検出／判断したときは噴出を停止することにより、実質の摩擦抵抗
低減効果を考慮した、気泡の噴出が実現できる。
【０１１７】
　なお、本発明は上述した実施形態に限定されるものではなく、本発明の主旨を逸脱しな
い範囲内で種々変更して実施することが可能である。たとえば、上記の形態では、バイパ
スガス量の制御に用いるべき物理量の例として、主機の掃気圧と排気温度を主に例にとっ
て説明し、加圧気体及び／もしくは排気の気体噴出口からの供給動作の開始／停止させる
動作制御に用いるべき物理量の例として、排気の圧力と前記船舶の喫水を主に例にとって
説明した。これらの物理量は、上記したセンサによって得られるものであるが、これら以
外のセンサによる物理量を採用することも可能である。また、過給機特性として、上記で
は過給機効率をとる場合を例にとり、さらに過給機効率の求め方も上記で説明したが、過
給機特性として、これら以外の特性（たとえば、主機と過給機との相性特性等）を採用し
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を入れ替えてもよい。
【０１１８】
　また、上記では、過給機からバイパスされたガス（空気）を直接気泡として水中に噴出
する例をとって説明したが、タービンによって発電機を駆動し、発電で得られた電力を用
いて別途ブロア（送気手段）を駆動させ、このブロアによって発生された気泡を噴出口４
０から吐出させるように構成してもよい。代替的に、タービンにたとえば同軸で回転させ
る機構を設けて、直接ブロア（送気手段）を駆動させてこれからバブルを発生させるよう
にしてもよい。
【０１１９】
　また、喫水の把握・センシングには、たとえば船底、船側の喫水線より下面に圧力を測
定・検知するセンサを用いることで、圧力と深さの比例関係から喫水を把握する方法によ
ることも可能である。また、たとえば船側からカメラによって水面付近の状況を撮像し、
これを画像処理することで喫水を推定するという手段によってもよい。
【０１２０】
　また、上述した実施例は、本発明に係る技術思想を具現化するための実施形態の一例を
示したにすぎないものであり、他の実施形態でも本発明に係る技術思想を適用することが
可能である。
【産業上の利用可能性】
【０１２１】
　本発明に係る船舶の摩擦抵抗低減装置は、一般的に海洋での使用に限らず、河川、湖水
等あらゆる水系で利用される船舶で使用することが可能である。
【０１２２】
　また、船舶の形を取らない、水系での航行体、浮体に広く適用でき、摩擦抵抗の低減に
よる省エネルギー効果の貢献をはじめ、喫水調整や利便性の面でも広く社会全般、各種産
業全般に対して大きな有益性をもたらすものである。
【図面の簡単な説明】
【０１２３】
【図１】本発明の一実施形態に係る噴出気体制御装置及びこの装置を装備した船舶の全体
像を、断面的に示す図である。
【図２】噴出気体制御装置２を海洋で使用する船舶に適用する実施形態に係り、 (a)は、
当該船舶の側・断面図を、(ｂ)は、その上面図を、それぞれ示すものである。
【図３】気体噴出口４０の詳細構造を概念的に示す斜視図である。
【図４】本願に係る過給機１１からバイパスさせる系統を示す系統図である。
【図５】主機関負荷と過給機効率の現実的関係の一例を示す図である。
【図６】本願の制御を実現するために、本実施形態に係る各装置と、本願に係る制御の基
礎データの取得を行う各種センサ、アクチュエータ等の配置を示したブロック図である。
【図７】本願の制御系を説明するための制御ブロック図である。
【符号の説明】
【０１２４】
１…船舶、２…噴出気体供給装置制御装置、１０…主機（エンジン）、１１…過給機、１
４…掃気レシーバ、１５…排気レシーバ、１６…シリンダ、２３…給気バイパス管、２４
…掃気バイパス管、２５…排気バイパス管、２３Ａ、２４Ａ、２５Ａ…バイパス調整弁、
３０…送気管、４０…気体噴出口、１１０…圧縮機、２００…制御装置、２０３…過給機
特性部、２０５…コントローラ、２３０…喫水センサ
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